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証券コード 2391
2019年10月３日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 浜 松 町 一 丁 目 3 1 番

代表取締役社長 田 上 正 勝

第34回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第34回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に賛否をご表示いただき、2019年10月23日（水曜日）午後５時までに到着するよ

うご返送くださいますようお願い申し上げます。
敬 具

記

１． 日 時 2019年10月24日（木曜日）午前10時

（なお、受付開始時間は、午前９時とさせていただきます。）

２． 場 所 東京都港区浜松町一丁目31番

文化放送メディアプラス12階 文化放送メディアプラスホール

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３． 会議の目的事項

報告事項 第34期（2018年８月１日から2019年７月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役２名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

第４号議案 役員賞与支給の件

第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://www.planet-van.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度における日本経済は、政府による経済政策や金融政策の効果もあり緩やかな

回復基調が続いているものの、米中貿易摩擦の激化をはじめとした世界経済の減速懸念の

高まりを受け、先行きの不透明感が増す状況が続いています。当社事業が中心的に関わる

一般消費財流通業界においては、高単価・高付加価値商品への国内需要が引き続き堅調に

推移しました。一方で、自然災害や天候不順及び2019年１月１日に施行された中国電子商

取引法の規制強化による転売業者の購買の減少のほか、少子高齢化の進展、店頭での販売

競争の常態化、ネット販売の拡大をはじめとした消費者購買チャネルの変化、人件費・物

流費の高騰等により厳しい環境が続きました。また、働き方改革の機運が高まるなか、業

務効率化による労働生産性向上への関心がますます高まりました。

このような状況のもと、当社は、「プラネット ビジョン２０２５」に基づき、中立的

な立場で「企業間取引における業務効率の追求」「企業間におけるコミュニケーションの

活性化」「流通における情報活用の推進」「社会に役立つ情報の収集と発信」を行うこと

で業界と社会に貢献すべく各施策への取り組みを継続しました。

当期はユーザーのＥＤＩフォーマットの切り替え(ＴＳＶ化)が想定以上に進んだことに

より、取引先データベースの一部の料金を無料とする施策をとっていることから取引先デ

ータベースの売上が減少したことに加え、一時的にＥＤＩ通信処理データ量も減少しまし

た。この「ＴＳＶ化」は、新データ種や「販売レポートサービス」の対象ユーザーを増や

すことになるため、中長期的にみると通信処理データ量の増加に寄与すると考えています。

さらに、自然災害や中国電子商取引法等の影響から、ＥＤＩ通信処理データ量の伸びは鈍

化し、その結果、売上は微増にとどまりました。

また、2019年10月に施行される消費税軽減税率制度への対応として、ユーザー各社の協

力のもと、メーカー・卸売業間における軽減税率ＥＤＩフォーマットの提供及び軽減税率

対象商品の情報収集とそのリストの提供を完了し、ユーザーのサポートを続けています。

これらの取り組みの結果、当事業年度の売上高は3,026,120千円（前期比0.9％増）と微

増ながらも、消費税の軽減税率制度を見据えた対応及び「販売レポートサービス」のリニ
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ューアルに伴い増加した売上原価、また、前期並みに発生した販売費及び一般管理費を吸

収し、営業利益は707,679千円（前期比0.3％増）、経常利益は722,905千円（前期比0.6％

増）となりました。一方、前期に計上した関係会社株式売却益等がなかったことにより当

期純利益は491,007千円（前期比8.5％減）となりました。

事業部門別の売上高

部 門
第33期 第34期(当期) 前期比

増減売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)

Ｅ Ｄ Ｉ 事 業 2,652,831 88.5 2,729,244 90.2 2.9％増

データベース事業 325,377 10.8 277,279 9.2 14.8％減

そ の 他 事 業 20,436 0.7 19,596 0.6 4.1％減

合 計 2,998,645 100.0 3,026,120 100.0 0.9％増

プラネットの事業部門は、基幹系サービスである「ＥＤＩ事業」と、情報系サービス

である「データベース事業」「その他事業」から構成されております。

① ＥＤＩ事業

日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）に加

え、健康食品や介護用品等の隣接した各業界において、メーカー・卸売業間の「基幹

ＥＤＩ」サービスのさらなる普及活動を継続いたしました。加えて、当社サービスの

安定稼働をより一層目指すため、運用の見える化を進めました。また、主に中小メー

カー・大手卸売業間の「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯＳ（ミテオ

ス）』」や卸売業の販売実績をメーカーに通知する「販売データ」を簡易に利用でき

る「販売レポートサービス」の拡販に注力した結果、ユーザーの裾野が広がり、ユー

ザー数、接続件数ともに伸びました。これらの結果、売上高は前期比 2.9％の増収と

なりました。

② データベース事業

各データベースサービスの付加価値向上のための取り組みを継続いたしました。

小売業の店舗や、卸売業の支店・物流センターなどを示す「標準取引先コード」を

蓄積した「取引先データベース」において、さらなる機能改善に向けた調査を継続し

ました。

また、日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品等のナショナル

ブランドの商品情報を蓄積した「商品データベース」において、消費税の軽減税率制

度を見据えた取り組みとして、４月より軽減税率対象商品の情報を「商品データベー
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ス」利用者が把握できるようにしました。さらに、商品情報の収集及び鮮度維持に努

め、卸売業・小売業へ商品情報を提供した他、一般財団法人 流通システム開発セン

ターの「多言語商品情報提供サービス（Ｍｕｌｐｉ）」への提供も継続しました。

なお、ＥＤＩフォーマットの可変長（ＴＳＶ）への切り替えを促進するために、取

引先データベースの利用料金の一部を無料化する施策をとっていますが、当事業年度

は切り替えが想定以上に進んだことにより、売上高は前期比 14.8％の減収となりま

した。

③ その他事業

業界の膨大な取引データをビッグデータとして上手く活用することで実現し得る

「見える化サービス」の調査研究及び開発への取り組みを継続いたしました。

なお、バイヤーズネット等の売上については大きな変動がなかったため、売上高は

前年とほぼ同等となりました。

(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資総額は、56,424 千円であり、主なものは次のとおりであり

ます。

社 内 シ ス テ ム 改 善 投 資 39,852千円

データベースサービスシステム改善投資 8,272千円

Ｅ Ｄ Ｉ サ ー ビ ス シ ス テ ム 改 善 投 資 7,760千円

(3) 資金調達の状況

当事業年度において資金調達は行っておりません。

(4) 対処すべき課題

当社の関連する流通業界のＩＴ化の分野については、企業の経営合理化推進とネッ

トワークインフラの整備とがあいまって引き続き安定的な成長が見込まれます。

当社はこのような状況を踏まえて次のような事業展開を進めてまいります。
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① ＥＤＩ事業

通信技術の進歩に伴い、製品製造の資材調達からその製品が消費者の手に渡るまで

のすべてのプロセスを効率化・改善・管理していくためのデータ交換が必要とされて

おります。

そのために、メーカーと卸売業間の「基幹ＥＤＩサービス」等の普及を推進してま

いります。また、ＥＤＩは企業の基幹系業務の効率化には欠かせない機能であること

から、特に卸売業にとって取引先メーカーのＥＤＩ利用によるオンライン化比率の向

上が課題となっていることを受けて、本格的なＥＤＩ利用が進まない中小規模メーカ

ーへ、簡易にＥＤＩ利用ができる「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯ

Ｓ』」を引き続き提案してまいります。

進化する情報通信環境に応じたデータ通信手順の選択、先進的な技術を基盤とした

より安全で強固なシステムの構築等の取り組みを鋭意継続するとともに、日用品・化

粧品、ペットフード・ペット用品及びＯＴＣ医薬品に加え隣接する各業界へのＥＤＩ

普及活動を続け、中長期的に安定した成長を目指してまいります。

② データベース事業

「取引先データベース」については、全国の小売業店舗・卸売業拠点約 43 万件の

情報を常にメンテナンスして、メーカーがＥＤＩとともに利用するマーケティング情

報として有効に活用できるよう利用価値を高め、営業活動等を通じて一層の利用拡大

を図ってまいります。

「商品データベース」については、商品の規格情報・商品画像情報等の一層の拡充

に努めるとともに、登録推進・利用促進を図ってまいります。

③ その他事業

引き続き、メーカー・卸売業等のマーチャンダイジング業務を支援する情報提供サ

ービス「バイヤーズネット」の運用を継続してまいります。

さらに、「見える化サービス」の提供へ向けた取り組みを進めてまいります。
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(5) 財産及び損益の状況

期

区 分

第31期
2015年８月１日から
2016年７月31日まで

第32期
2016年８月１日から
2017年７月31日まで

第33期
2017年８月１日から
2018年７月31日まで

第34期(当期)
2018年８月１日から
2019年７月31日まで

売 上 高(千円) 2,902,262 2,974,322 2,998,645 3,026,120

経 常 利 益(千円) 700,626 705,480 718,813 722,905

当 期 純 利 益(千円) 447,845 478,843 536,882 491,007

１株当たり当期純利益(円) 67.54 72.21 80.97 74.05

純 資 産(千円) 3,653,084 3,817,055 4,442,829 4,459,481

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 550.92 575.65 670.02 672.53

総 資 産(千円) 4,476,746 4,634,771 5,488,297 5,389,979

(注) 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月
16日）等を当事業年度の期首から適用しており、前事業年度に係る主要な経営指標等
については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容

当社は、歯磨、石鹸、化粧品、芳香剤、紙製品、ワックス、医薬品、衛生用品、日

用雑貨品、化粧雑貨品、ペット用品等の流通に関するコンピュータ利用システムの研

究、開発、情報の提供及びコンサルティング、通信処理の受託及び仲介、コンピュー

タシステムの運営管理を主要な事業内容としております。

(8) 事業所 本社 東京都港区浜松町一丁目31番

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

43名 1名増 44.3歳 13.3年
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 15,360,000株

(2) 発行済株式の総数 6,632,800株（自己株式1,912株を含む）

(3) 株主数 1,020名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数(株) 持株比率(％)

ラ イ オ ン 株 式 会 社 1,066,400 16.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・

株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 口 ）
1,058,400 15.96

ユ ニ ・ チ ャ ー ム 株 式 会 社 300,800 4.54

株 式 会 社 資 生 堂 300,800 4.54

サ ン ス タ ー 株 式 会 社 300,800 4.54

ジ ョ ン ソ ン 株 式 会 社 300,800 4.54

エ ス テ ー 株 式 会 社 300,800 4.54

日 本 製 紙 ク レ シ ア 株 式 会 社 300,800 4.54

牛 乳 石 鹸 共 進 社 株 式 会 社 300,800 4.54

和 田 昌 彦 180,900 2.73

（注) １ 持株比率は、自己株式を控除して算出しております。
２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社インテック口）の

持株数1,058,400株は株式会社インテックから同信託銀行へ信託設定された信託財産で
あります。信託契約上当該株式の議決権は株式会社インテックが留保しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日において会社役員が有する新株予約権の内容の概要

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 玉 生 弘 昌

代 表 取 締 役 社 長 田 上 正 勝 執行役員社長

常 務 取 締 役 松 本 俊 男 執行役員常務 事業推進管轄役員

取 締 役 山 崎 哲 哉 執行役員 経営管理管轄役員

取 締 役 濱 逸 夫
ライオン株式会社 代表取締役、会長
取締役会議長、最高経営責任者

取 締 役 北 岡 隆 之 株式会社インテック 代表取締役社長

取 締 役 廣 田 光 次

取 締 役 吉 松 徹 郎 株式会社アイスタイル 代表取締役社長

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄

監 査 役 井 上 展 成 井上法律事務所 弁護士

監 査 役 岩 成 真 一

（注) １ 取締役濱逸夫、北岡隆之、廣田光次、吉松徹郎の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外
取締役であります。

２ 監査役井上展成、岩成真一の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３ 取締役廣田光次、吉松徹郎、監査役井上展成、岩成真一の各氏は、東京証券取引所に対し、

独立役員として届け出ております。
４ 取締役石井貞行、監査役石垣禎信の両氏は2018年10月25日開催の第33回定時株主総会終結

の時をもって任期満了により退任いたしました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第

425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ９名 194,268千円 （うち社外取締役５名 6,618千円）

監査役 ４名 32,300千円 （うち社外監査役３名 8,600千円）

（注）1 上記の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額34,000千円

及び役員退職慰労引当金の繰入額20,775千円を含んでおります。

2 上記のほか、2018年10月25日開催の第33回定時株主総会の決議に基づく役員退

職慰労金の額（当事業年度以前の事業報告において記載済の役員退職慰労引当

金繰入額を除く）は以下のとおりであります。

社外監査役 １名 265千円

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役濱逸夫氏は、ライオン株式会社の代表取締役を兼務しております。同

社は当社の株式を保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、

同社は当社の通信処理サービスを利用しております。

社外取締役北岡隆之氏は、株式会社インテックの代表取締役を兼務しております。

同社は当社の株式を保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、

同社は当社のネットワークの運用監視業務及びシステム開発を受託しております。

社外取締役吉松徹郎氏は、株式会社アイスタイルの代表取締役を兼務しておりま

す。なお、当社と同社との間には特別な関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

濱 逸 夫
（社外取締役）

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回に出席し、他の上場企業の
代表取締役としての知識と経験から、当社の経営全般に対し意見を述
べるなど、必要な発言を適宜行っております。

北 岡 隆 之
（社外取締役）

2018年10月の就任後、開催した取締役会10回のうち９回に出席し、大
手情報サービス企業の代表取締役及び上場企業の取締役としての知識
と経験から、当社の経営全般に対し意見を述べるなど、必要な発言を
適宜行っております。

廣 田 光 次
（社外取締役）

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席し、議案の審議等に際し必
要な発言を適宜行っております。

吉 松 徹 郎
（社外取締役）

2018年10月の就任後、開催した取締役会10回のうち９回に出席し、他
の上場企業の代表取締役としての知識と経験から、当社の経営全般に
対し意見を述べるなど、必要な発言を適宜行っております。

井 上 展 成
（社外監査役）

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席するとともに、監査役会
12回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地からの発言を行っ
ております。

岩 成 真 一
（社外監査役）

2018年10月の就任後、開催した取締役会10回全てに出席するととも
に、監査役会９回全てに出席し、議案の審議等に際し必要な発言を行
っております。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称
仰星監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務に係る報酬等の額 14,000千円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ―

（注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

当社監査役会は、取締役、関係部門及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を

受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積もり

の算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したた

め、会計監査人の報酬等の額について同意しております。
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(4) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査役会は、会計監査人が会社法第 340 条第１項の各号のいずれかに該当する

と認められた場合、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役は解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告い

たします。

また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、

適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、当社監査役会は、会計監査人の解

任または不再任の方針に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、

当該議案を株主総会に提出いたします。

６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況

Ⅰ 業務の適正を確保するための体制の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は『企業理念』に則った「企業行動憲章」並びに「企業行動指針」を制定し、

役員及び従業員がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え行動

するように定める。

② コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とする『コ

ンプライアンス委員会』を設置し、社長室が事務局を務める。

③ 監査役及び社長室の監査担当者は連携した監査等を通じてコンプライアンス上の状

況・問題点を把握し、コンプライアンス委員会に報告する。報告を受け、コンプラ

イアンス委員会は問題点の改善に努める。

④ コンプライアンスを確保するため、コンプライアンス上疑義のある行為について、

常勤監査役を窓口として使用人が直接通報する社員通報窓口を設置する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 企業理念である「流通業界の情報インフラストラクチャー」としての役割を果たす

ため、ユーザー情報や社内情報についてその機密性を尊重し、適切な情報管理（作

成・保存）を行う。

② 実現を確実にするためＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１が示す原則及び規範・基準等に則

り適切な情報管理を推進する。

③ 情報セキュリティ担当役員を委員長とする「情報セキュリティ委員会」がセキュリ

ティ監査の報告等を踏まえ、主体的に問題点の改善や答申等を進める。
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④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について規範・規程を定め、適切に

整理・保存する。

⑤ 監査役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が関連諸規程に則り実施

されているか監査し、必要に応じて取締役会に報告する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、リスク管理に関する総括責任者として、リスク管理担当役員を責任者とす

る『事業継続計画委員会』を設置し、全社横断的なリスク管理体制を設ける。

② 万が一、事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「事業継続計画」に基づき、

代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を行い、損失・被害

を最小限にとどめる体制を整える。

③ 監査役及び社長室の監査担当者は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を執

行役員会に報告する。執行役員会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把

握と改善に努める。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 定例の取締役会を原則として月１回開催し、経営上の重要な意思決定と取締役の職

務執行並びに執行役員の業務執行の監督を行う。

② 業務執行の強化と意思決定の迅速化を意図して執行役員制度を導入し、原則として

月２回の執行役員会を開催し、業務執行に関する意思決定を迅速に行う。

③ 事業運営については、将来の事業環境を踏まえ、中期経営計画及び各年度計画を立

案し、全社的な目標設定と管理を行う。

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに監査役の

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制

① 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて監査役

と取締役会が協議のうえ指名する。監査役が要請する期間は指名された使用人の指

揮・命令・考課の権限は監査役に移譲される。

② 監査役の職務を補助する使用人の異動及び考課については監査役の同意を必要とす

る。

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したとき

は、法令に従い直ちに監査役に報告するよう指導・徹底を図る。
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② 監査役は重要な意思決定の過程及び取締役の職務執行の状況を把握するため「取締

役会」に出席する。加えて常勤監査役は、「執行役員会」、「コンプライアンス委

員会」等重要な会議に出席して職務の執行状況を把握するとともに、主要な稟議書

及び職務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役または使用人に説明

を求める。その状況に関して社外監査役とも情報交換を密にして共有化を図り、監

査の実効性確保に努める。

③ 監査役の有する独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに、その職務を

補助する使用人及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら、監査成果の達成を図る。

(7) 反社会的勢力を排除するための体制

① 当社は「企業行動憲章」に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力

との対決姿勢を貫く。

② また、対応統括部署において、情報を一元的に管理し外部機関との連携を図る。

Ⅱ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) 内部統制基本方針の改定

当社は少なくとも年一度、内部統制基本方針について関連法令の改定や内外環境の変化

等を踏まえて、見直しの要否を検討しております。当事業年度においては、2018 年８

月 27 日の当社取締役会の決議により内部統制基本方針の一部改定を行っております。

(2) コンプライアンスに対する取り組みの状況

当社は代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、定期的に開催

することによって、コンプライアンスの状況を把握するとともに問題点の改善に努めて

おります。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する状況

情報セキュリティ担当役員を委員長とする情報セキュリティ委員会を定期的に開催する

とともにＩＴ全般統制に係る監査を年１回行い、問題点の洗い出し及びその改善を進め

ております。

(4) 損失の危機の管理についての取り組みの状況

当社はリスク管理担当役員を責任者とする事業継続プロジェクトを定期的に開催し、全

社横断的にリスク管理体制の検証及び見直しを行っているとともに、同プロジェクトが

主催する、大規模災害等を想定したシステム障害の対策訓練を定期的に実施することに

よって、不測の事態に備えております。
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(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることに対する取り組みの状況

当社は執行役員制度を導入し原則として月２回執行役員会を開催することにより、迅速

で機動的な意思決定を行っております。

取締役会は原則として月１回開催し、社外取締役及び常勤監査役・社外監査役も出席し、

経営上の重要な意思決定について、活発な意見交換が行われており、監督の実効性は確

保されているものと考えております。

(6) 監査役の監査が実効的に行われていることに対する取り組みの状況

監査役会は原則として月１回開催し、監査に関する重要な事項について、報告・協議を

行っております。

また、監査役及び社長直轄の専任担当による業務監査にて、コンプライアンス、情報セ

キュリティ、リスク管理状況等も含めた監査を行うことによって複合的に業務の適正を

確保するための体制を担保しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2019年７月31日現在)
（単位 千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

2,575,549

2,104,130

447,074

9,051

15,392

△100

2,814,430

31,387

12,407

18,979

570,387

560,964

8,040

1,383

2,212,655

1,280,049

698,502

51,783

142,582

39,738

(負 債 の 部)

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

474,803

170,011

44,311

22,023

122,433

24,876

34,000

57,148

455,694

176,730

175,600

11,956

91,406

負 債 合 計 930,498

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価 ･換算差額等

その他有価証券評価差額金

3,929,457

436,100

127,240

127,240

3,367,905

18,700

3,349,205

870,000

2,479,205

△1,788

530,023

530,023

純 資 産 合 計 4,459,481

資 産 合 計 5,389,979 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,389,979

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位 千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,026,120

売 上 原 価 1,054,929

売 上 総 利 益 1,971,190

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,263,511

営 業 利 益 707,679

営 業 外 収 益 15,226

受 取 利 息 20

受 取 配 当 金 4,606

有 価 証 券 利 息 9,070

雑 収 入 1,528

経 常 利 益 722,905

税 引 前 当 期 純 利 益 722,905

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 242,822

法 人 税 等 調 整 額 △10,924

当 期 純 利 益 491,007

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2018年８月１日から
2019年７月31日まで)

（単位 千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 830,000 2,293,433 3,142,133

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △265,235 △265,235

別途積立金の積立 ― ― ― ― 40,000 △40,000 ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 491,007 491,007

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 40,000 185,772 225,772

当 期 末 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 870,000 2,479,205 3,367,905

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,786 3,703,686 739,142 739,142 4,442,829

事業年度中の変動額

剰余金の配当 ― △265,235 ― ― △265,235

別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― 491,007 ― ― 491,007

自己株式の取得 △1 △1 ― ― △1

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

― ― △209,118 △209,118 △209,118

事業年度中の変動額合計 △1 225,770 △209,118 △209,118 16,652

当 期 末 残 高 △1,788 3,929,457 530,023 530,023 4,459,481

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができな

い複合金融商品については、複合金融商品全体を時価評価し、評

価差額を当事業年度の損益に計上しております。

また、社債のうち、「取得原価」と「債券金額」との差額の性格

が金利の調整と認められるものについては、償却原価法により原

価を算定しております。

時価のないもの…………移動平均法による原価法によっております。

関連会社株式………………移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……………
（リース資産を除く)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ８年～18年

器具及び備品 ５年～20年

無形固定資産……………
（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、のれんについては５年間の定額法、またソフトウエア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金…………役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上

しております。
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(4) 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金……役員退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく当事業年度末

要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理………税抜方式によっております。

５．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 59,825千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 34,533千円

短 期 金 銭 債 務 175,357千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売 上 高 187,666千円

仕 入 高 770,463千円

その他の営業取引高 62,241千円

営業取引以外の取引高 51,524千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 6,632,800株

２．当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 1,912株

３．配当に関する事項

(1) 配当支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2018年10月25日
定時株主総会

普通株式 132,617千円 20円
2018年
７月31日

2018年
10月26日

2019年２月25日
取締役会

普通株式 132,617千円 20円
2019年
１月31日

2019年
４月３日
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

①配当金の総額 135,933千円

②配当の原資 利益剰余金

③１株当たり配当額 20円50銭

④基準日 2019年７月31日

⑤決議予定日 2019年10月24日

⑥効力発生日 2019年10月25日

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については大半を短期的な預金で運用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。なお、一部の余剰資金を高い利回りで運用することを目的として債

券及びデリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資を行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券並びに関係会社株式は、業務上の関係を有する会社の株式、その他有価証

券の債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品であり、市場価格の変動、為替変動等

によるリスクを有しておりますが、時価評価及びポジション等の内容は定期的に執行役員

会に報告されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。

未払法人税等は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2019年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

貸借対照表計上額（千円) 時価（千円) 差額（千円)

(1)現金及び預金 2,104,130 2,104,130 ―

(2)売掛金 447,074

貸倒引当金(※) △100

446,974 446,974 ―

(3)投資有価証券 1,180,048 1,180,048 ―

(4)関係会社株式 351,693 351,693 ―

資産計 4,082,846 4,082,846 ―

(1)買掛金

(2)未払金

(3)未払法人税等

170,011

44,311

122,433

170,011

44,311

122,433

―

―

―

負債計 336,756 336,756 ―

※ 売掛金に含まれる貸倒引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金 (2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 投資有価証券 (4) 関係会社株式

これらの時価については、株式は取引所の価格等によっており、債券は取引先金融機関

から提示された価格によっております。

負債

(1) 買掛金 (2)未払金 (3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 446,809

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、(3)投資有価証券、(4)

関係会社株式には含まれておりません。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 7,083千円

賞与引当金 7,612千円

退職給付引当金 54,079千円

役員退職慰労引当金 53,733千円

投資有価証券評価損 8,274千円

資産除去債務 3,658千円

その他の投資評価損 3,429千円

その他 5,363千円

繰延税金資産計 143,234千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △233,699千円

資産除去債務 △942千円

繰延税金負債計 △234,641千円

繰延税金負債の純額 △91,406千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は出
資金
(百万
円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

㈱イン
テック

富山
県
富山
市

20,830
情報・
通信業

(被所有)
直接16.1

兼任
１名

ネ ッ ト
ワ ー ク
の 運 用
監 視 業
務 の 委
託 及 び
シ ス テ
ム開発

ネ ッ ト ワ
ー ク の 運
用 監 視 業
務 の 委 託
(注2)

770,463 買掛金 160,349

シ ス テ ム
開発(注2)

51,524 未払金 5,488

その他
の関係
会社

ライオ
ン㈱

東京
都
墨田
区

34,433
日用品
製造販
売業

(被所有)
直接16.1

兼任
１名

通 信 処
理 サ ー
ビ ス 等
の提供

通 信 処 理
サ ー ビ ス
等 の 提 供
(注2)

185,566 売掛金 34,533

(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

２ 取引条件については、市場動向等を勘案して一般取引条件を参考に決定しております。

３ ㈱インテックの議決権被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 672円53銭

２．１株当たり当期純利益 74円05銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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会計監査人監査報告 謄本

独立監査人の監査報告書

2019 年９月６日

株 式 会 社 プ ラ ネ ッ ト

取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人

指 定 社 員
公認会計士 岡本 悟 ㊞

業 務 執 行 社 員

指 定 社 員
公認会計士 三島 陽 ㊞

業 務 執 行 社 員

当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラネットの 2018 年８月
１日から 2019 年７月 31 日までの第 34 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会監査報告 謄本

監査報告
当監査役会は、2018 年８月１日から 2019 年７月 31 日までの第３４期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見と
して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
当監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、取締役会及び執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の
方法に基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019 年９月 10 日

株式会社プラネット 監査役会

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄 ㊞

監査役(社外監査役) 井 上 展 成 ㊞

監査役(社外監査役) 岩 成 真 一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当の実施に努
めてまいりたいと存じます。当期の期末配当につきましては、当期の業績を総合的に勘案い
たしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金20円50銭
総額135,933,204円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2019年10月25日

２．剰余金の処分に関する事項
（1）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 40,000,000円
（2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 40,000,000円
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第２号議案 監査役２名選任の件
監査役黒岩昭雄、井上展成の両氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま

す。
つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との特別の
利 害 関 係

１

くろ いわ あき お

黒 岩 昭 雄

(1955年８月７日生)

1998年４月
当社入社

2006年10月
当社 取締役
執行役員 営業本部営業部長

2010年10月
当社 常務取締役
執行役員常務 営業本部副本部長
兼第２営業部長

2015年４月
当社 常務取締役
執行役員常務 営業本部長

2015年10月
当社 常勤監査役（現任）

2,000株 なし

２

かま た たつ ひこ

鎌 田 竜 彦

(1966年４月26日生)

1988年10月
サンワ・等松青木監査法人（現 有
限責任監査法人トーマツ）入所

2005年６月
監査法人トーマツ（現 有限責任監査
法人トーマツ）パートナー

2018年８月
鎌田公認会計士事務所 代表（現任）

2019年６月
コマニー株式会社 監査役（現任）

０株 なし

（注) １ 黒岩昭雄氏が所有する当社株式の数は、2019年７月31日現在の状況を記載しており
ます。

２ 鎌田竜彦氏は新任候補者であります。
３ 鎌田竜彦氏は社外監査役候補者であります。

なお、当社は同氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出る予定でありま
す。

４ 鎌田竜彦氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏がこれまで培ってきた公認会計
士の経験及び上場企業での監査役の経験等を当社監査体制に活かし、客観的立場か
ら当社の経営を監査することが期待できることからであります。なお、同氏は、過
去に社外監査役になること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、
上記の理由により社外監査役として、その職務を適切に遂行していただけると判断
しております。

５ 本議案が承認可決され、鎌田竜彦氏が監査役に就任された場合、会社法第423条第１
項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重要な過失がないと
きに限り会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額とする旨の責任限定契約を
締結する予定であります。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお

願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との特別の
利 害 関 係

ふじ た ゆたか

藤 田 裕

(1958年10月18日生)

1983年10月
昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法
人）入所

1991年１月
本郷公認会計士事務所（現辻・本郷税理士
法人）入所

2002年４月
辻・本郷税理士法人 参与（現任）

2014年12月
アジア航測株式会社 監査役

2015年12月
同社 取締役（監査等委員）（現任）

2018年１月
辻・本郷監査法人 代表社員（現任)

０株 なし

（注) １ 藤田裕氏は、社外監査役候補者であります。
２ 藤田裕氏につきましては、同氏がこれまで培ってきた公認会計士としての経験及び

上場企業での取締役（監査等委員）の経験等を当社監査体制に活かし、客観的立場
から当社の経営を監査することが期待できることから、補欠社外監査役として選任
をお願いするものであります。

第４号議案 役員賞与支給の件

当期の業績等を勘案して、当期末時点の常勤取締役４名に対し、役員賞与総額34,000,000
円を支給することといたしたいと存じます。

なお、各取締役に対する金額は取締役会にご一任願いたいと存じます。

第５号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会終結の時をもって任期満了により監査役を退任される井上展成氏に対し、
在任中の労に報いるため、｢監査役退職慰労金規程」に基づき相当額の範囲内で退職慰労金
を贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等については、監査役の協議によることにご
一任願いたいと存じます。

氏 名 略 歴

いの うえ のぶ しげ

井 上 展 成 2007年10月 当社 社外監査役（現在に至る）

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都港区浜松町一丁目31番 文化放送メディアプラス

12階 文化放送メディアプラスホール

交通：ＪＲ：山手線・京浜東北線 「浜松町駅」 北口正面

都営地下鉄：浅草線・大江戸線 「大門駅」 Ｂ１出口前

会場の建物の入口は２階にございますので、建物前の階段またはエレベータにて

お越しください。

電話：(03）6432－0480（株式会社プラネット経営本部管理部）


